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研究背景
　⽇日本の製造業は1980年年代から中国に直接投資を⾏行行って
いた、今は⽇日系企業投資額全体の7割以上に⾄至っている
（⽇日本外務省2007）。また、喬晋建（2007）によれば、
競争優位性を保つため、⾼高い品質要求、慎重な技術移転
が優先されるため、⽇日系製造業の現地化が他業界より遅
い傾向にあると指摘した。そこで、本稿では⽇日系製造業
を例例として研究を⾏行行っている。

問題意識
中国市場が持続的に成⻑⾧長しているに対して、在中⽇日系
企業の競争⼒力力は低下に⾒見見舞われる。毕夫(2013)によれば、
2011年年頃は、シャープ、東芝、ソニーなど従来から有名
な企業さえ巨額の⾚赤字になった。多くの研究者によりそ
の原因は⽇日系企業の⼈人材現地化の低いレベルがと指摘さ
れている。⽩白⽊木（2006）はジェトロ例例年年の研究から、特
にトップ経営者の現地化が欧⽶米企業に⽐比べ遅れていると
述べた。中⽇日企業⽩白書（2011）によると、このような遅
れた⼈人材現地化により、在中⽇日系製造業が様々な問題に
直⾯面している。
多くの⽇日系企業は年年功序列列を引き摺り、⼤大量量の⽇日本⼈人
社員を中国に派遣し現地管理理職以上に就任している、彼
らを中⼼心に経営を進めている、中国市場に対するマーケ
ティングを⼗十分に理理解することは困難である（朱炎
2008）。また、⼈人件費を⼤大きく押し上げた（古⽥田2004)。
更更に、Kopp（1994）は「現地従業員へのインセンティブ
が⽋欠如し、⼈人材流失を招きやすく、離職率も⾼高い」と指



摘した。
以上の分析のように、⼈人材現地化を順調に進まなけれ
ば、マイナス効果が⽣生じる可能性がある。そのため、従
来の研究は⼈人材現地化が進まない理理由は主に⽇日本的な経
営管理理システムにある、海海外⼦子会社で現地⼈人を積極的に
登⽤用すべきと示唆している　⽯石⽥田 ( 1 9 8 5 )　植⽊木
（2002）。しかし、既存研究の限界点の⼀一つは、⽇日系企
業の現地管理理職⼈人材育成に関する研究は極めて少ない。
本研究では、もうひとつの考慮要素を加える。それは、
経営者向けの育成システムができるかどうかという要素
である。
従って、以下のような仮説を設定する。
現地⼈人を管理理職として育成することにより⽇日系企業の
現地化が促進される。

先⾏行行研究

⼈人材の現地化の定義について、Porter(1986)によれば、
⼀一般に⼈人の現地化と海海外⼦子会社の職務が現地⼈人により遂
⾏行行されることを指す。
⼈人的資源管理理と管理理職の確保の重要性について、⽩白⽊木 

(1995)は国際⼈人的管理理論の視点から「グローバル時代にお
いて、多国籍企業で⼈人材を活⽤用することが⼀一つの競争優
位」と指摘した。⽯石⽥田（1989）は現地でマーケティング
を円滑に⾏行行うためには、現地事情よく理理解している現地
⼈人材の⽅方が⽇日本⼈人海海外派遣者より優れていると考える。
更更に吉原(1996)は、「現地⼈人社⻑⾧長と海海外⼦子会社の業績には
正の相関があることを確認されている」と主張する。
中国⼈人管理理職の確保、活⽤用の現状について、
徐雄彬（2010）は在中⽇日系企業と在韓国、台湾、⾹香港
の⽇日系企業を⽐比較しながら分析したの結果によれば、管
理理職の現地化⽐比率60％以上の企業を⾒見見てると、韓国で7



割、台湾で5割であるのに対し、中国では３～４割で、在
中⽇日系企業では管理理職の現地化が遅れることが分かる。
また、张英莉（2009）は⽇日系企業の離職率が欧⽶米企業と
⽐比べ2倍以上にもなる。⽇日系企業が集中している上海海地区
では、平均離職率は24.3％と指摘した。
在中⽇日系製造業の現地管理理職を登⽤用しない理理由につい
て、中川(1983)は、⼈人材現地化が進まないというのは、外
部的条件と内部的条件の⼆二つがあるという。外部的条件
とは、基本的に海海外では従業員の組織定着率が低い、離
職率が⾼高いという社会性質を持っている。近年年の中国で
は、⼈人材流動の加速のため企業内に管理理職の育成は⼤大変
苦労している。内部的条件について、川井（2000）は終
身雇⽤用、年年功序列列というシステムによって築かれた⽇日系
企業は異異なる⽂文化と多様な価値観を持つ⼈人材を管理理する
ことに不不得⼿手のため、優秀な現地⼈人が定着しないことを
指摘している。
　本社の⼈人的資源管理理施策の構成要素いついて、⽩白⽊木
(1995)は国際⼈人材として計画的に育成する必要があると主
張している。安室（1992）はグローバル⼈人材活⽤用を展開
するためには、現地⼈人に対する本社の考え⽅方及び経営理理
念の浸透を促すための計画的に育成が必要となる。また
全世界の従業員間において世界共通の評価制度が必要と
なる。更更に根本(1999)の研究からトイレニー制度の導⼊入が
グローバル⼈人材の活⽤用⼿手段の⼀一つと主張している。

研究⽬目的
本研究は、在中⽇日系製造企業を中⼼心に、⼈人材現地化が
進まない現状を打破するため、現地管理理職⼈人材の育成、
活⽤用の⼿手法について探究し、示唆を与えること。



研究⽅方法
1．⽂文献研究
⼈人材育成は理理論的な裏付けが必要である。資料料にあ
たって調べることの必要性を念頭に置き、⽇日系企業にお
ける国際⼈人材の育成と海海外管理理者の役割に関する⽂文献を
研究し、既存研究の発展の脈絡や貢献などを整理理する。
2．アンケート調査
本研究は管理理職に求められる能⼒力力と管理理職の役割を分
析軸とし、⽇日系企業の⼈人材育成事情を加え、仮説を検証
するため、下記の質的な指標を設定する。この指標に基
づき、企業の基本状況と管理理職育成について両種類類のア
ンケートを作成、質問項⽬目を検証する。在中⽇日系企業の
現地法⼈人を対象とする（A）の⼀一部が現地法⼈人責任者に依
頼し、⽇日系企業の本社を対象とする（B）は本社の海海外窓
⼝口担当者に回答より構成される。また、公開されている
論⽂文、統計データ、報告書を参考として、客観的に考察
し問題点を整理理する。
量量的指標：育成プランの有無、教育訓練の実施状況、ロ
テーションの有無、⽇日本⼈人管理理職と⽐比べて場合の評価。
3．データ分析
⽂文献研究と調査の結果を参考にしながら、在中⽇日系企
業の⼈人材現地化状況と⽇日本の製造業に関するオープン
データを利利⽤用し、経営理理論の視点から、仮説の可能性を
検証、考察する。

参考⽂文献
1.⽯石⽥田英夫(1985)「⽇日本企業の国際⼈人事管理理」　⽇日本労働
協会
2. Kopp.R(1999)「International Human Resource in 
Japan Firms」 Palgrave Macmillan
3, ⽩白⽊木三秀（1995）「⽇日本企業の国際⼈人的資源管理理」⽇日
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4. 朱炎（2007）「中国における⽇日系企業経営の問題点と
改善策」　富⼠士通総研（FRI）経済研究所のホームペー
ジ http://jp.fujitsu.com/group/fri/

5. 張英莉(2007)　「在中国⽇日系企業の⼈人材マネジメン
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10. Franko,L,G(1973) 「Who Manages Multinational 
Enterprises? 」Columbia Journal of World Business, Vol.
8(2)
11． 12. 徐雄彬（2011）「在中⽇日系企業における中国⼈人
管理理職の確保　活⽤用に関する⼀一考察」　桜美林林経営研
究　2011年年三⽉月　創刊号　53－54ページ
13. 喬晋建（2007）「⽇日系企業の経営現地化」　熊本学院
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房
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研究計画書 

中国家電市場における多角化戦略について 
〜シャオミ（小米）社の事例を中心に〜 

 

 
研究背景 
	 近年の通信技術の進歩の速さに従って、中国においてモバイル・インターネットとスマートフォン（以

下、スマホ）産業が高速発展している。研究機関であるTrendForceの最新報告書によると、2015年に

世界スマホの出荷台数は12.93億台であり、2014年と比べて10.3%上回った。その中の合計5.39億台
を中国企業が出荷していることであった。また、中国市場においてシャオミ社が6,750万台の売上高と
して約15%の市場シェアを占めており、最も売れている中国民間企業となった。 

	 2010年に設立されたシャオミ社はスマホを低価格で販売している。その主な理由は単種類で大量生産
によるものと、販売チャンネルをオンラインに絞ることで流通や販促費に費用をかけないためである。

そのためハイスペックでありながら価格を抑えている機種を販売することができる。そして、創立後3
年で次第に発売したMI-1、MI-1s、MI-2という3つの機種で719万台という販売業績を収めた。そして、

2012年に中国スマホ業界のトップ10位に進出した。その段階でシャオミ社が膨大なキャッシュフロー
を蓄積し、消費者から好評や、安定の流通チャンネルを培った。2014年にはシャオミ社の総融資額は11
億ドルになり、会社の時価総額は450億ドルとなり2010年の創立の初めの180倍に成長した。 

	 シャオミ社は現在、直販サイトにおいてスマホ、タブレット、モバイルバッテリー、フィットネスバ

ンドや、ヘッドホンなどを販売しているが、取り扱い製品はこれらの小型電子機器にとどまらず、体重

計や空気清浄機、浄水器、「九号平衡車」という立乗り電動2輪車など多種多様なラインナップが揃って

いる。華夏時報（2015）によると、シャオミ社のCEO雷軍（レイジュン）は各方面が協力することでの
開放されたエコシステムを構築することを望んでいると指摘された。スマホから起業したシャオミ社が

多角化へ進んでいるのである。 
	 そのシャオミ社の背景によって、多角化戦略において、いかに競争優位を維持しているかを探索した

い。 
先行研究 
	 成長しそうな分野や利益が上がりそうな分野を求め、既存の分野と異なる新規の分野で事業を営むこ

とで存続・成長しようとするのが多角化戦略である。（吉村，2006） 
	 企業が新たな業界で成功するために必要な資源やケイパビリティを所有していれば、新たな業界への

参入が非常に容易になる（G.S.Yip, 1982）。さらに、有効な多角化戦略の前提として、資源と事業が
適合関係にあり製品市場における競争優位に資源が重要な貢献をしなければならないのである（David, 

J. C.; Cyntbia, A. M., 1997）。 
	 既存の企業（主にコア事業）における勝ちパターンとしてのドミナント・ロジックを適用可能な事業

へと進出して、勝ちパターンの多重利用をすることによって、それができない企業よりも競争上有利に

なるということが前提とされている。ドミナント・ロジックとはトップ・マネジメントが事業を概念化
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する方法や決定的に重要な資源配分の意思決定を行う際の指針のことである（Prahalad,C.K. & 

Bettis,R.A., 1986）。 
	 シャオミ社の重要な経営資源といえば、オンライン・マーケティング+オンライン直販+社交式顧客関
係という経営方式、そして前払い予約制でキャッシュフローを保つことができる。そのケイパビリティ

にとって、シャオミ社は自社の生産工場を持たず、強い交渉力を持って他社の工場を委託し大量生産に

より注文生産におけるコストを抑え、速さの競争優位を立っている。さらに、ユーザー・イノベーショ

ンを重視して、常に顧客のニーズを捉え新しい商品を作っているのである（陳潤，2015）。 
	 しかしながら、シャオミの多角化戦略について研究が滅多にない。また、多角化戦略において製品開

発も不可欠な階段だと思うが、雷軍の「コア価値」と呼ばれる開発チームについての研究も豊富されて

いない。そして、企業の収益性を維持するために、ドミナント・ロジックと必要な経営資源及びケイパ

ビリティとの相互作用についてもさらに考察する必要があるだろう。 

研究方法 
1、文献調査でシャオミ社の多角化戦略の財務パフォーマンスを研究する。 
	 シャオミ社の多角化戦略に関する記事や論文を解読することによって、時間軸に沿って整理して、シ

ャオミの本業の商品と多角化商品の市場パフォーマンスを分析する。 

2、インタビューなどの方法でシャオミ社のドミナント・ロジックを研究する。 
	 トップ・マネジメントが抱いているドミナント・ロジックはその人の頭の中に存在していて、あるい

はトップ・マネジメント・チームに共有されているものであるが、該当企業の事業構成や事業を支えて

いる技術などの資源配分についても観察可能であろう。またテレビやインターネットでの雷軍あるいは

シャオミ社のマネージメントのインタビューの番組に参加し、可能であればシャオミ社にインタビュー

を要請してシャオミ社の多角化戦略を深く理解したい。 

3、中国の消費者にアンケートで「消費者の視点から多角化に対する態度」を研究する。 
	 中国におけるインターネットでのアンケート調査を実施する。アンケートの項目は「シャオミ商品を

利用した経験があるか」、「シャオミのスマホ以外の多角化商品についての態度」、「シャオミのイン

ターネットチャンネルでもっと多くの商品を購入したいかどうか」などを中心として作成していく。 

参考文献 
1 吉村孝司、『マネジメント基本全集2	 経営戦略	 企業戦略と競争戦略』、学文社、2006。 
2 David, J.C. & Cyntbia.A.M, Corporate Strategy: A Resource Based Approach,1997.(根来龍

之, 蛭田啓, 久保亮一訳『資源ベースの経営戦略論』東洋経済新報社,2004) 
3 G.S.Yip,Gateways to Entry,Harvard Business Review,September-October,1982.（「事例が
示す“新規参入”への道	 障壁突破の方向と手法」『ダイヤモンド・ハーバード・ビジネス』,1983） 

4 Prahalad, C.K. & Bettis, R.A., The dominant logic:A new linkage between diversity and 

performance.Strategic Management Journal,7,485-501.1986. 
5 陳潤、『超予期:小米的産品設計及営銷方法』（『超予期：シャオミの産品デザイン及びマーケティン
グ方法』、筆者訳）、中国華僑出版社、2015。 
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将来の志望進路	 

	 将来は貴研究科で習得できた専門知識及び実務的知見を持って、日本と中国関連の貿易界において活

躍したいと考えている。	 

	 まず、貴研究科で事例研究を通じて、理論的な知識をより活用したい。また歌代教授の指導による知

の創造の院生生活に加え、大学院修了後も実務、学術的知見を活用し続けたいと考えている。さらに、

日本において中国との貿易に対して非常に関心を持っており、今後の自身の成長のため、貴大学院での

豊富なプロジェクトに積極に参加したいと考えている。	 

	 その後も、より幅広く仕事の経験を積み重ね、より良い日本と中国のコミュニケーションを実現でき

るように頑張りたいと思っている。	 
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研究テーマ：多国籍企業の海外進出における戦略転換と現地化との関係について

―中国における日系製造業の人材現地化を中心に―

研究背景・目的

多くの日本製造業は最初、中国を低コストの製造拠点として捉え、単なる生産工場の平行移動なの

で、日本人による日本式管理で通用したと言え、現地の従業員を幹部に登用する必要は乏しかった

(王,2009)。
しかし、ここ数年は中国国内市場の拡大を背景に中国を生産基地とのみ位置づけるのではなく、中

国国内での販売を目的とする日本企業が増えてきたといえる。つまり、従来の生産立地型から市場創

造型へと移行している(太田,2012)。日本の製造業は今後、中国の市場を獲得するために、現地の状況

を熟知し、現地市場のニーズを把握しやすい現地人材にもっと権限を持たせることが不可欠であろう。

本研究は、日本製造業における、中国の位置づけの変化（「製造目的」から「販売目的」への戦略

転換）が人材現地化に与える影響に注目し、製造企業のグローバル化において、戦略転換と人材現地

化は、どのような関連性をしめすのかという点について分析することを目的とする。

先行研究

徐(2009)は在中日系製造業企業を対象として分析し、人材育成に力を入れ、職務の曖昧性と年功的

な評価システムを修正することにより人材現地化が進むことを検証した。

そして、韓(2010)は現地管理職人材がまだ日本人派遣者に取って代われるまでには育成されていな

いことは在中日系製造業の現地化が進まない理由を指摘した。

続いて、徐・董・安田(2014)は中国投資環境変化への適応の面における投資戦略を調整した企業も

しなかった企業も、人材現地化比率ではあまり差が見られず、日系企業では投資戦略の調整と人材現

地化戦略の策定がうまく連動されていないことを指摘した。

本研究は、在中日系製造業企業の戦略転換と人材現地化との関係について、再検証したいと考える。

研究方法

本研究は人材現地化比率を管理職レベルに設定し、戦略転換を投資配分の変化(製造、販売への投資

比率)に設定し、文献調査、事例研究およびデータ分析を行う。

まず、人材現地化に関する理論や先行研究を考察する。

次に、投資戦略を調整した在中日系製造業企業を対象として、インタビュー調査、アンケート調査

を用い、人材現地化への影響要因を分析する。

最後に、データを収集し、重回帰分析を用い、在中日系製造業の戦略の変化と人材現地化比率との

関連性を分析し、企業の収益性という観点から、戦略の変化、人材現地化比率の変化と企業の投資利

益率との関連性を探求する。

研究意義

本研究により、在中日系製造業企業の戦略転換と人材現地化との関係を明示することで、製造企業

がグローバル化を進めるのにあたっての戦略と組織との関係を明らかにしたい。
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経営現地のイノベーションにおける多国籍企業のナレッジ・マネジメントの特徴 

－日本の化学企業を対象とする事例研究－ 

 

研究背景・目的 

 国際経営学の研究領域において、企業のイノベーション活動は自国の優位性に依存する

場合が多いという認識（Doz et al, 1997）に対して、海外の経営現地の需要や技術の特徴

に基づくイノベーション活動への関心も高まってきた。そうした中、多国籍企業のナレッ

ジ・マネジメントの重要性が注目を浴びてきた（Bartlettand Ghoshal , 1988; Kogut and Zander, 

1993）。 

しかしながら、多国籍企業にとってナレッジ・マネジメントは経営現地でのイノベーシ

ョンを簡易にもたらすわけではない。例えば、海外子会社の孤立状態（subsidiary 

isolation,Monteiro et al., 2008）、情報の粘着性（sticky information,von Hippel, 1994）はイノ

ベーションの阻害要因になるかもしれない。加えて、ナレッジ・マネジメントはコストや

時間がかかり、ナレッジのアクセス・融合・活用も容易ではないと想定される（浅川, 2003）。 

  それでも、多国籍企業のイノベーションについて、ナレッジ・マネジメントのみへの注

目は十分ではなく、経営現地化という概念をめぐる研究も展開されてきた。経営現地化と

は現地のヒト、技術などの資源の利用、現地的特質への対応、現地での競争力の確保を指

す。また、経営現地のイノベーションをもたらす現地子会社の「オートノミー」の向上（自

律性，浅川，2003）、現地への権限移譲に伴う本社とのコミュニケーションによる消耗お

よび海外事業戦略の実行への阻害の回避（浅川, 2003）も経営現地化の課題として、多国

籍企業のナレッジ・マネジメントへの影響に与える可能性もある。 

 そこで、本研究の目的は、日本の化学産業の多国籍企業を対象として、経営現地のイノ

ベーションの創出を促す多国籍企業のナレッジ・マネジメントの特徴を解明することであ

る。日本の化学企業を対象とする 2 つの理由が考えられる。第 1 に、日本の化学企業では

イノベーションが重要な役割を果たす高付加価値の産業といわれる点である。第 2 に、多

国籍企業のイノベーションと化学企業のグローバル競争の現状との関連性が高い点であ

る。 

 

先行研究 

  ナレッジ・マネジメントの既存研究について、形式知と暗黙知との関係性を中心とし

て展開されてきた。そうした中、異なる形態の知識、特に暗黙知と形式知の社会的相互作

用を通じて知識が創造されるという前提に基づく知識変換のプロセスである SECI

（Socialization-Externalization-Combination-Internalization）モデル（野中・竹内, 1996）が広

く知られている。 

 国際経営学の研究領域で多国籍企業のナレッジ・マネジメントについて、1990 年代か

ら多くの研究が蓄積されてきた。競争優位の源泉として現地特有の暗黙知の重要性が指摘

された（Kogut and Zander, 1992）。Kogut and Zander（1993）は、世界に分散する暗黙知へ

のアクセスにあたって、現地のネットワークの活用を通じて暗黙知の獲得・形式知への転

換を実現することが多国籍企業の強みと指摘した。また、暗黙知・形式知の分類以外、現

地子会社から他子会社・本社への知の移転をもたらす市場志向性や組織規模の影響を実証

的に解明する研究（Monteiro et al., 2008）がある。 

 しかしながら、国際経営の成果としての経営現地のイノベーションと、多国籍企業のナ

レッジ・マネジメントとの関係性は十分に検討されていない。 

なお、本研究はナレッジ・マネジメントを、知識のアクセス、融合、活用を包含するプ



ロセス（Doz et al, 1997）として捉える。 

 

研究方法 

 文献調査について、日本の化学産業の多国籍企業のナレッジ・マネジメントと現地化経

営に関する公開資料、経営現地のイノベーションと多国籍企業のナレッジ・マネジメント

との関係性の文献を中心として整理する。 

また、本研究は複数事例に基づく分析をおこなう。事例分析用データは、企業の公開資

料に加えて、現地ミドル・マネジャーや一般従業員などを対象とするインタビュー調査か

ら収集する予定もある。インタビュー調査について、中国の長江デルタ地域で設置された

日本の化学企業の子会社（研究開発・生産拠点）を対象企業として想定するが、現地 IR

部門などへのアクセスによる承諾が必要である。インタビューの内容は、経営現地のイノ

ベーションの成果およびナレッジ・マネジメントの特徴を中心とする。 
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研究計画書 

研究テーマ：プラットフォーム企業の競争戦略と影響要因に関する研究  

        －日本における音楽配信サービスを事例に― 

一、理論的背景 

 プラットフォーム企業に関する研究には、経済学領域における組織産業論のアプローチ（独占

禁止法研究や産業組織論研究）および経営学領域における組織戦略のアプローチ（競争戦略研

究、複雑人工物の研究、イノベーション研究）の二つの源流がある（立本, 2012）。本研究はプラ

ットフォーム企業の競争戦略に注目する。 

 プラットフォーム・ビジネスを定義するために、プラットフォームの概念を明確にする必要が

ある。既存研究により、プラットフォームは二つの意味を包含していることがわかった

（Eisenmann et al., 2006; 根来・加藤, 2010; 立本, 2012）。一つは、「複数の階層あるいは補完的な

要素で構成される産業やシステム製品において、他の階層や要素を結ぶ基盤」（立本, 2012, p.3）

であり、もう一つは、「複数のユーザー・グループを仲介し、両者のマッチイングとやりとりの

ために利用される基盤」（立本, 2012, p.3）である。前者はプラットフォームの基盤的機能で、後

者はプラットフォームのメディア的機能を注目している（根来・加藤, 2010）。二つの意味の共通

点について、プラットフォームが「異なる要素やグループを結びつけてネットワークを構築する

基盤」という意味を含めている点である（立本, 2012）。 

 プラットフォーム・ビジネスの本質は異なるフループ間の「仲介」であると指摘された

（Rochet and Tirole, 2003）。加えて、プラットフォーム企業はネットワーク外部性が存在する 2 つ

の市場の両方と取引を行う企業と明確に定義された（Rochet and Tirole, 2003）。 

 2000 年以降、プラットフォーム企業の競争戦略に関する研究は、両面市場（two-sided market）

(Rochet and Tirole, 2003; Eisenmann, et al., 2006; 立本, 2012)、バンドリング（Nalebuff, 2004; 

Eisenmann et al., 2011; 立本, 2012）、一人勝ち（winner takes all）（Gawer and Cusumano, 2002, 

2008; Eisenmann et al., 2006; Cennamo and Santalo, 2013）など課題をめぐって、展開されている。本

研究はこうした主要な三つの課題を取り上げて、既存研究を整理する。  

 

1. 両面市場に関する研究 

両面市場理論はプラットフォーム企業がネットワーク効果（network effect）を通して、競争優位

の構築に関するメカニズムを解明しようとしている。 

ネットワーク効果は直接効果と間接効果に分類される（Eisenmann et al., 2006）。前者は同じ市

場におけるユーザー増加がさらなるこの市場のユーザー増加を引き起こす現象であり、後者は一

方の市場におけるユーザー増加が他方の市場におけるユーザー増加を引き起こす現象である

（Eisenmann et al., 2006）。一般的な企業はネットワーク直接効果だけを戦略的に利用可能である
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のに対して、プラットフォーム企業はネットワークの直接効果と間接効果を同時に戦略的に利用

することができると指摘された（立本, 2012）。 

 両面市場では、価格戦略について、プラットフォーム企業が「一方の市場にはディスカウント

価格」、「他方の市場にはプレミアム価格」を実行する場合、単なる余剰の取り合いを越えて、

需要創造（demand creation）がダイナミックに行われることが認識されている（Rochet and Tirole, 

2003）。ユーザー数の増加のためディスカウント価格が設定される市場を支援市場（subsidy 

side）と呼び、収益目的でプレミアム価格が設定される市場を収益市場（money side）と呼ぶ

（Eisenmann et al., 2006; 立本, 2012）。 

プラットフォームに関わる価格戦略の実行について、以下の知見が指摘された（Eisenmann et 

al., 2006）:（１）仮に支援市場（subsidy side）が競争相手企業のプラットフォームの収益市場

（money side）と取引を行ったら、ディスカウント価格が無駄になる（giveaway will be wasted）。

（２）価格に対する敏感度が高い市場においてディスカウント価格を設定すべきである。（３）

品質に対する敏感度が高い市場においてディスカウント価格を設定すべきである。（４）ネット

ワークの直接効果はプラットフォーム企業にネガティブな効果を及ぼす可能性がある。（５）マ

ーキーユーザー（marquee users）を囲み込むことが重要である。 

  

2. バンドリングに関する研究 

価格戦略によってプラットフォーム企業は競争優位を実現する可能性があるにもかかわらず、

競争相手がバンドリングという戦略を実行すると、そうした競争優位への脅威があると推察され

た（Eisenmann et al., 2006）。バンドリングとは、二つの製品をセットとしてあるいは統合によっ

て販売することである（立本, 2012）。 

本来、バンドリングに関する研究では、バンドリングがマーケティングの一つの戦略として展

開されてきたが、近年、産業組織論の視点から、バンドリングは企業が参入障壁を構築する戦略

の一つでもあると指摘された（Nalebuff, 2004）。一方、バンドリングによって、プラットフォー

ム企業が参入障壁を克服できることも明らかにされ、プラットフォーム・エンベロープメント

（platform envelopment）戦略と認識されている（Eisenmann et al., 2011）。とりわけ、「シュンペ

ーター・イノベーション」（Schumpeterian Innovation ）に頼らず、既存プラットフォーム企業の

市場シェアを奪って、競争優位を実現することができると示されている。 

 また、プラットフォーム間の関係性によって、プラットフォーム・エンベロープメント

（platform envelopment）戦略は三つのタイプがある。それぞれは、補完的関係のプラットフォー

ムによるエンベロープメント（envelopment of complements）、弱い代替関係のプラットフォーム

によるエンベロープメント（envelopment of weak substitutes）、無関連のプラットフォームによる

エンベロープメント（envelopment of unrelated platform）が存在している（Eisenmann et al., 

2011）。加えて、事例研究を通して、各戦略の特徴が提示された（Eisenmann et al., 2011）。第
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一、プラットフォーム間にユーザー・オーバーラップが大きい場合、補完的関係のプラットフォ

ームによるエンベロープメントの成功する可能性が最も高い。第二、規模の効果が顕著である場

合、弱い代替関係のプラットフォームによるエンベロープメントの成功する可能性が最も高い。

第三、ユーザー・オーバーラップが大きい及び規模の効果が顕著である場合、無関連のプラット

フォームによるエンベロープメントの成功する可能性が最も高い。 

 バンドリングを行う動機によって、経済的バンドリングと戦略的バンドリング、二つのタイプ

に分類された（立本, 2012）。経済的バンドリングとは、バンドリング・ディスカウントの利用こ

とによって、価格差別で利益を増加させることである。戦略的バンドリングは、バンドリング・

アタック（bundling attack）とデフェンシブ・バンドリング（defensive bundling）という二つの下

位分類がある。バンドリング・アタックは前述のプラットフォーム・エンベロープメントと同じ

意味となり、デフェンシブ・バンドリングは参入障壁効果（entry deterrent effect）と認識されてい

る（Nalebuff, 2004）。 

  さらに、ユーザー・オーバーラップの程度によって、両面市場戦略、経済的バンドリングや戦略

的バンドリングの適用性が違うと指摘された（立本, 2012）。ユーザー・オーバーラップの程度が

低、中、高までの三段階に従って、両面市場戦略、経済的バンドリング、戦略バンドリングがそ

れぞれの段階に適用すると提示された（立本, 2012）。 

 

3. 一人勝ち（winner takes all）に関する研究 

 一人勝ちに関する研究は、プラットフォーム・リーダーの競争優位を形成するメカニズムを解

明した（Gawer and Cusumano, 2008）。 

 一人勝ちの実現について、二つのステップがある（Gawer and Cusumano, 2008）。第一のステッ

プは、コア技術あるいは製品により補完業者のインセンティブを高める（coring）ことである。第

二のステップは、市場のモメンタムをつくる（build market momentum）ことによって、競争優位

を構築する（tipping）ことである（Gawer and Cusumano, 2008）。しかし、プラットフォーム・リ

ーダーが一人勝ちを維持することが困難であり、イノベーションのジレンマ(Christensen, 1997)の

ような状況に陥ることを重視する必要がある（Cusumano, 2011）。 

従来のプラットフォームに関する研究は、プラットフォーム企業の一人勝ちの実現について、

ネットワーク効果を最大限に利用して早めに市場シェアを拡大するために、積極的に競争戦略を

実行することが重要であると主張された。しかし、既存研究では同時に実行された複数の競争戦

略間の相互作用が考慮されていないと指摘された（Cennamo and Santalo, 2013）。たとえば、プラ

ットフォーム企業が補完的製品市場の規模を拡大するために補完的製品のイノベーションを促進

しながら、ユーザーの規模を拡大するために補完業者と独占的な契約を結ぶと、結局市場シェア

を失ってしまう可能性がある。したがって、補完的製品市場の規模を拡大する戦略とユーザーを
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囲み込み戦略の間に、戦略的なトレード・オーフが必要であると指摘された（Cennamo and 

Santalo, 2013）。 

 

 

二、研究目的および研究内容 

 前述した理論的背景の通り、プラットフォーム企業の競争戦略理に関する既存研究は、主にプ

ラットフォーム企業が競争優位を構築するメカニズムや戦略実行の具体的な方法と注意点を注目

した。しかし、競争戦略の有効性に影響を与える要因はまだ明らかにされていないといえる。 

 本研究の目的は、日本における音楽配信サービスを対象として、プラットフォーム企業の競争

戦略に影響を与える要因の探求にある。 

 まず、プラットフォーム企業の競争戦略に注目する理由として、90 年代以降、インターネット

の普及と情報通信産業の急速的な発展によって、消費者とサービス提供者との斬新な繋がりがイ

ンターネットの場で働いている。近年、米国では、Apple や Amazon のような IT 産業においてプ

ラットフォーム・ビジネスを展開し、持続的競争優位を確保している。加えて、世界中の時価総

額のトップ 100 社の中、約 60 社が自社 50%以上の利益はプラットフォーム・ビジネスから獲得し

ていることは実態調査（Eisenmann et al., 2011）からわかった。 

 したがって、IT 産業における持続的競争優位を構築や実現にはプラットフォーム・ビジネスへ

の注目は不可欠であろう。加えて、プラットフォーム・ビジネスと製造業を代表とする従来のビ

ジネスとの相違がある。前者は自社のプラットフォームを提供し、供給側と需要側をそのプラッ

トフォームに乗せて、三角形のような市場関係が構築された（Eisenmann et al., 2011）。それに対

して、後者は（垂直と水平も含めて）価値連鎖によってインプットに「技術的変換」を加え、付

加価値を持つアウトプットを生み出している（伊丹・加護野, 2003）。 

 また、音楽配信サービスを対象とする理由について、業種の特徴、既存研究および理論の強化

と関連している。業種の特徴に関する理由は、音楽配信サービスはデジタル・コンテンツ産業に

属し、プラットフォームが多く用いられるのである。既存研究および理論の強化について、既存

研究が音楽配信サービスへの注目は少ないであろう。既存研究は、主たるハードウェアやソフト

ウェア製品業界（Gawer and Cusumano, 2002; 根来・加藤, 2010; Eisenmann et al., 2011）、ビデオ・

ゲーム業界（Cennamo and Santalo, 2013; Clements and Ohashi, 2005）、ソーシャルゲームや電子書

籍業界（三菱リサーチ＆コンサルティング, 2013）を対象に行った。音楽配信サービスに対する研

究は、既存研究に有益な補充になると考えている。 

さらに、国に限定する理由について、著作権法や税法などに関する法律は国によって違いが多

く存在し、言語の違いが音楽配信サービスにも大きな影響を与えるため、グローバル範囲におけ

る競争している音楽配信サービスはほとんど存在しないであろう。加えて、日本におけるプラッ
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トフォーム企業を対象とする競争戦略に関する研究はまだ充実していないといえる。したがっ

て、日本に限定する必要がある。 

 

 

三、研究方法 

 前述した研究目的に基づいて、研究方法は以下のとおりである。 

 まず、文献調査の充実である。プラットフォーム企業の競争戦略の既存理論を整理して、系譜

を明確にする。 

 また、実態調査や実務的知見に基づく整理である。具体的に、日本における音楽配信サービス

の歴史や動向に関する資料およびデータを収集し、分析する。とりわけ、本研究は表 1 で提示さ

れている各要素（音楽配信サービス（市場シェアも売上高も含める）、供給側要因、需要側要

因）に基づく比較的事例調査を有している。 

 さらに、プラットフォーム企業の競争戦略に関する理論的フレームワークの構築である。観

察、調査および企業訪問を通して、各音楽配信サービスの競争戦略を整理する。加えて、資料や

データを分析した上、競争戦略の有効性に影響を与える要因を明らかにする。 

最後、分析結果および結論の提示である。プラットフォーム企業の競争戦略の既存理論への補

完的知見を提示する。 

表 1 音楽配信サービスの競争戦略と影響要因の分析フレームワーク 

音楽配信サービス 供給側要因 需要側要因 競争戦略 競争戦略の評価 

iTunes コンテンツ提供者数 ユーザー数 両面市場価格戦略 市場シェア 

Amazon.mp3 音楽ジャンル 
ユーザー・オーバー

ラップ 
経済的バンドリング 売上高 

レコチョク 音楽ファイル形式 価格決定 

プラットフォーム・

エンベロープメント

戦略（バンドリン

グ・アタック） 

… 

music.jp 楽曲数 決済方式 
デフェンシブ・バン

ドリング 
 

楽天ダウンロード 端末/OS … 
戦略的トレード・オ

ーフ 
 

Mora 価格決定  …  

Spotify 
補完的製品やサービ

ス 
   

Line Music …    

…     

 

 

四、学術的貢献と実務的貢献 
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本研究は、学術的貢献は三つがある。第一、プラットフォーム企業の競争戦略の既存理論の整

理を通して、各研究のアプローチの系譜の明確および研究課題の提示である。第二、日本におけ

る音楽配信サービスの研究を通して、競争戦略の有効性に影響を与える要因を明らかにすること

である。第三、既存研究の系譜を整理した上、事例研究によってプラットフォーム企業の競争戦

略の既存理論を補完することである。 

一方、実務界に対しても貢献を有する。プラットフォーム企業の競争戦略に影響を与える要因

を明らかにした上、プラットフォーム企業の競争戦略の選択や実行に有益な助言を与えることも

期待している。 
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研究計画書

　　　　　　　　　　　　　――⾺馬⼦子雲

研究テーマ

負の⼝口コミが消費者のブランド選択に及ぼす影響に関する研究～@cosmeと

@KIMISSを⽐比較に～

研究背景

近年年中国⼈人による爆買いが注⽬目されてきた。調査によると、中国⼈人の購⼊入のきっ

かけは「⼝口コミの情報」が84.5%でもっとも多い（株式アンテリオ, 2015）。特に化

粧品の買い物が⼝口コミに影響されやすいとされている。このように、⼝口コミは中国

の消費者の購買⾏行行動に⼤大きな影響を与えている。

⽇日本にも⼝口コミがある。最⼤大の化粧品⼝口コミサイト@cosmeには、メンバー数が

3,200,000⼈人、総⼝口コミ件数が約12,000,000件で、⼥女女性系サイトでは圧倒的な⼈人気を

誇っている（株式会社アイスタイル, 2015）。中国の@KIMISSは@cosmeと似ている

⼝口コミサイトであり、中国最⼤大のオンラインコミュニティで、14万の美容製品と

2,500以上のブランドを掲載している。しかし、同じブランドでは中国と⽇日本のラン

キングは全く異異なる。例例えば、マイルドソープaは中国の洗顔料料ランキング第⼀一位に

なっているが、⽇日本では前50位にも⼊入っていない。

なぜこの差が出ているのだろうか。⼝口コミは消費者の意思決定に影響を与え、消

費者のブランド選択を左右しているからであろう。消費者の意思決定のプロセス

は、代替案の⽐比較、選択にかかわる全ての決定プロセスで、ブランドの選択にもか

かわっている（斎藤, 1982）。

先⾏行行研究

⼝口コミは消費者間における商品やサービスについて⾮非正式的な意⾒見見やアドバイス

であり（East, 2005）、正、中性または負になっている（Anderson, 1998）。⼝口コミに

よる消費者の⾏行行動や意識について，これまで様々な研究がなされてきた。

まず、正の⼝口コミと負の⼝口コミがブランド選択に与える影響を明らかにする研究

があげられる。Sweeney, Soutar & Mazzarol（2005）は正の⼝口コミが合理理的な評価によ

る認知と負の⼝口コミが主に強い感情によって駆動されるという⼆二つの概念で捉え、
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正の⼝口コミより、負の⼝口コミのほうが感情的で、消費者のブランドに対する態度に

⼆二倍の影響を与えることを明らかにした。

また、⼝口コミの正負の⽐比率と並び順に注⽬目した先⾏行行研究として、菊盛（2011）は

多数の正の⼝口コミの中に存在する⼀一定の割合の負の⼝口コミがまとめて先頭に並んだ

場合の⽅方が、正と負の⼝口コミがランダムに並んだ場合、または負の⼝口コミが末尾に

並んだ場合に⽐比して、負の⼝口コミが消費者⾏行行動に与える正の影響の度合いが⼤大きい

ということを⾒見見出した。

最後、負の⼝口コミがブランド選択に与える影響は以下のように述べされている。

杉⾕谷（2009）によると、消費者のブランド態度は「認知に基づいた態度」と「感情

に基づいた態度」の⼆二次元構造を持っており、消費者が負の⼝口コミを読んだ場合、

「認知に基づいた態度」（機能性の評価）は低下しやすいが、「感情に基づいた態

度」（憧れ・⾃自分らいさ）は影響を受けにくい可能性があるということを解明され

た。

以上の研究では、正の⼝口コミと負の⼝口コミは⽐比較され、それぞれ消費者のブラン

ド選択にどんな影響を及ぼすかを検討されてきたが、⼝口コミを利利⽤用する消費者が商

品に対して元々関与が⾼高いか、その製品に対する態度や関する知識を有していたか

という消費者の属性を⼗十分検討されていないと考えている。

研究⽬目的

本研究は、正の⼝口コミより負の⼝口コミのほうが効果が⼤大きいという結果によっ

て、負の⼝口コミの効果をより深く研究したい。⼝口コミに影響されやすい化粧品サイ

トを事例例に実証研究を⾏行行おうとする。中国では、ブランド・クレディビリティの⽋欠

如や、企業イメージの悪化や、誇⼤大広告の増加や⼩小売業の奨励⾦金金制度による販売員

への不不信といったさまざまな原因で、中国の消費者は商品について知識が不不⾜足し、⽇日

本の消費者より関与性が低いということを⾒見見受けられている。⽇日中の消費者を⽐比較

事例例として検討したい。

本研究の⽬目的は、負の⼝口コミはブランド選好の時に、関与性が異異なる消費者に与

える異異なる影響を明らかにすることである。

仮説と研究⽅方法

本研究は、分類類変数を「消費者の関与性」（⾼高／低）および、「負の⼝口コミの品
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質」（⾼高／低）の 2＊2、従属変数を「ブランド選択」に設定し、@cosmeと

@KIMISSで購⼊入した化粧品購⼊入者を対象として、研究を⾏行行おうとする。

⼝口コミの品質から考え、⾼高品質な⼝口コミとは製品の関連性、信頼性、評価の理理解

容易易性と根拠の⼗十分性が⾼高いのに対して、低品質はすべての指標が低い⼝口コミとす

る。消費者の属性から考え、関与性は消費者の多様な情報処理理活動を規定する代表

的な要因で（和⽥田, 恩蔵, 三浦, 2012）、⾼高関与な消費者とはある製品に対して知覚す

る重要性や個⼈人の関連性や関する知識性が⾼高い⼈人で、低関与な消費者は逆に低い⼈人

である（Peter & Olson, 2010）。

消費者を⾼高関与な消費者（⽇日本）と低関与な消費者（中国）に分け、品質により

⼆二つのレベルに分ける：

⾼高い：製品の関連性が⾼高い・表現の信頼性が⾼高い・内容が理理解しやすい・根拠が⼗十

分

低い：製品の関連性が低い・表現の信頼性が低い・内容が理理解しにくい・根拠がな

い

次の仮説を提唱する：

仮説1：負の⼝口コミの品質は⾼高ければ⾼高いほど、⾼高関与な消費者に与える影響が⼤大き

くなる。

仮説2：負の⼝口コミに対して、⾼高関与な消費者が感情的な影響より知識的な影響が⼤大

きい。

仮説3：負の⼝口コミの品質は低関与な消費者にあまり影響を与えていない。

⽇日中の消費者に質問調査表を送付し、回答を依頼し、質問項⽬目を検証する。次

に、SPSSを利利⽤用し、重回帰分析を⽤用いてデータを分析する。実施について、修⼠士⼆二

年年の春学期にインターネット経由での発送を予定する。
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